
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

金  利

5

6

7

8

9

10

11

12

13

2013年 2014 2015 2016 2017

①レポ金利（政策金利） ②ＭＩＢＯＲ３か月物

③国債流通利回り10年物

年利、％

2017/10　①6.00％　②6.37％　③6.86％

（月末値）

為替レート

40

50

60

70

80

90

100

110

120

2013年 2014 2015 2016 2017

80

90

100

110

120

130

140

150

160
①対ドル（左目盛） ②対円（左目盛） ③ドル円（右目盛）

ルピー

①65.1ﾙﾋﾟｰ/ﾄﾞﾙ

②57.6ﾙﾋﾟｰ/百円

③112.9円/ﾄﾞﾙ

（月中平均値）

円

2017/10

ムンバイ指数（株価）

15

20

25

30

35

2013年 2014 2015 2016 2017

千ポイント

2017/10　32,398ポイント

（月中平均値）

実質ＧＤＰ成長率

0

2

4

6

8

10

12

2013年 2014 2015 2016 2017

前年比、％

2017/4-6　+5.7％

OECD景気先行指数

98.0

98.5

99.0

99.5

100.0

100.5

101.0

101.5

2013年 2014 2015 2016 2017

-2.0

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5
①指数（左目盛） ②対６か月前比（右目盛）

季調済
長期平均=100

2017/8　①99.5　②+0.2％

％

不動産賃料

0

50

100

150

200

250

300

350

2013年 2014 2015 2016 2017

ルピー

2017/7-9　225ルピー（≒3.5ドル）

（注）ﾑﾝﾊﾞｲ中央ﾋﾞｼﾞﾈｽ地区における平方ﾌｨｰﾄ当たり月額賃料。

グラフで見るインド経済 2017 年 11 月号（Ｎｏ．９５） 

インド景気は回復している。まず、９月のコア産業生産指数は前年比+５．２％と６か月ぶりの高い伸びとなっ

た。次に、１０月の製造業ＰＭＩは５０．３と３か月連続で中立水準の５０を上回り、企業マインドも足元で緩やかに

改善している。内需をみると、９月の新車販売台数は前年比+１１．３％と３か月連続で２桁増となった。外需につ

いても、同月の輸出が同+２５．７％と６か月ぶりの高い伸びとなった。また、８月の海外からの直接投資純流入額

が８４．４億ドルと過去最高水準を記録しており、モディ政権の経済運営に対する海外の期待も高まっている。 

【今月のトピック：ＩＭＦはインド経済の見通しを引き下げ】 １０月にＩＭＦ（国際通貨基金）が公表したワールド・エコノミッ

ク・アウトルックによると、インドの実質ＧＤＰ成長率の予測値は２０１７年が６．７％、２０１８年が７．４％であり、今年４月

の予測からそれぞれ０．５％および０．３％ポイント下方修正された。この背景としては、２０１６年に実施した高額紙幣

の切り替えと、２０１７年７月に導入された物品サービス税の影響が指摘されている。ＩＭＦでは今後必要な政策対応とし

て、①労働分野の規制緩和、②不動産取得手続きの効率化、③女性による労働市場参入の促進、をあげている。 

（出所）インド準備銀行、インド統計・計画実施省、ＯＥＣＤ、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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（注）各構成項目は全体の上昇率（総合）への寄与度を意味する。

グラフで見るインド経済 2017 年 11 月号 

（出所）インド統計・計画実施省、インド商工省・同経済諮問部・同通商情報統計局、インド自動車工業会、インド準備銀行、ＣＥＩＣ、ブルームバーグ 
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